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開催趣旨　

　川崎市では、持続可能な社会をめざし、産業と環境が調和した持続可能な都市モデルを形成するとともに、国際環境施策を推進してい

る。国連環境計画（UNEP）との連携により、市内企業の優れた環境技術や本市の環境保全の経験を活かし、工業化途上の国々の環境

対策や地球温暖化防止に貢献するため、第 2回アジア太平洋エコビジネスフォーラムを開催した。

セッション 1　《テクノロジー》　エコ産業開発のための技術
2006年 1月23日（月）　13:00～ 15:00　（川崎市産業振興会館9階第3研修室）

「NPO産業・環境創造リエゾンセンターの取り組み」
林　光俊　〔 NPO 産業・環境創造リエゾンセンター　理事、東京

ガス株式会社　川崎支店長〕

エネルギー、資源循環、国際環境特区の3つのワーキンググルー

プ活動を中心とした2004 年度のリエゾンセンターの活動実績が

報告され、更に、 2005 年度は地域熱供給システム導入、資源

循環の輪形成、緑に関する特区提案の実現といった、事業化に

向けた事業の深耕を図っていることが報告された。今後とも京浜

臨海部の温暖化防止まちづくり、地域活性化をめざして活動して

いくことが報告された。

「富士電機グループの新エネルギー分野の取り組み」 　
（燃料電池､太陽光発電､マイクロ水力､風力､バイオマスなど）
中島  憲之　〔 富士電機システムズ（株） e-ソリューション本部エ

ネルギーソリューション総括部営業技術部担当課長〕

非常に特徴ある3つの製品、燃料電池発電システム、太陽光

発電システム、マイクロ水力発電システムの概要の紹介があり、

既に各方面で実用化が始まっていることが報告された。地域の特

色を活かし、生ゴミ、下水汚泥、木質廃棄物等の循環型資源、

風力、太陽水力等の自然エネルギー等を調和をとって活用する方

法が提案された。

「味の素グループの    
 ゼロエミッションへの挑戦と開かれた工場づくり」
高橋  英二　〔 味の素（株）コーポレート生産技術開発センター　

エネルギー・環境技術グループ〕

地球環境とグローバルな企業活動との調和を図り、継続的な環

境改善につとめ、よりよい社会の実現に貢献する、という企業理

念のもとに行っている味の素グループの環境活動とゼロエミッショ

ンへの挑戦が具体的数値と共に報告された。また、開かれた工

場作りを目指している川崎工場の先進的環境技術と地域・社会と

の対話内容が紹介された。

■発　表　Presentation

Coordinator :  Mr. Saburo Kato, Special Advisor to the Mayor of 

City of Kawasaki　

　川崎エコタウン及びそのゼロエミッション構想からどんな教訓を

学ぶか、多数の革新的なリサイクル技術、エネルギー技術等環境上

適正な技術を事例として議論し、川崎臨海部等の先進的取り組みを

紹介して、途上国への適応性を考えた。 4件の発表の後、活発な

議論が交わされた。

コーディネータ：加藤  三郎　〔川崎市　国際環境施策参与〕
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セッション 2　《ポリシー》　エコ産業開発を支えるためのフレームワーク
2006年 1月23日（月）　15:15～ 17:30　（川崎市産業振興会館9階第3研修室）

「アジア・太平洋地区の概観」
アンソニー・S・F・チュー　〔デ・ラサール大学　教授（フィリピン）〕

産業政策と国際戦略との間の関連性を川崎のエコビジネスを例

にして概観した。 2004 年に立ち上げた川崎モデルでの成功要因を

コスト・品質・柔軟さ・スピード・信頼性、ネットワーキング、

継続性、利害関係者の関与であるとし、アジア・太平洋地域の

参考となることを指摘した。また、川崎のエコタウンは国際的な掛

け橋の役割を果たすべきで、ジェトロ、JICA、地域の円卓会議、

国連のUNEP・IETC等とのパートナーシップを通して、アジア太

平洋地域の核になり、資源の最適化を行っていくことが可能と結

論づけている。

「中国の生態工業園区の取り組み」
ユー・ゲ　〔大連経済技術開発区 管理委員会環境保護局（中国）〕

大連開発区生態工業園は、 2003 年12月に中国国家環境保護

局の審査を受け、 2004 年の 4月、 2005 年の 11月にモデル事

業として認められたこと、 2005 年11月に中国国家発展改革委員

会に循環型経済モデル地域として認められたという経緯が紹介さ

れ、環境管理のポイントは、産業間のネットワーク化、消費過程

の循環化、エネルギー構造の多様化、最後に資源利用の多極化

であると報告された。

「日本のエコタウン」
長坂  雄一　〔財団法人　地球環境センター〕

UNEP IETC 大阪事務所を支援する目的で設立されたGEC

（（財）地球環境センター）から、エコタウンに関するGECの活

動、エコタウン事業の背景、エコタウンの特徴、エコタウンを推

進する枠組みについての報告があった。エコタウンの特徴として、

循環型社会への貢献、地方自治体のもつ中心的な役割、地域の

産業蓄積、の 3点をあげ、現在 25のエコタウン計画が承認済み

との報告があった。その第1号は川崎市であった。また、エコタ

ウンを支援する枠組みには、循環型社会に向けた法整備、エコタ

ウン計画のもとになる地方自治体の政策、国と地方自治体のエコ

タウン事業に対する支援補助、ステークホルダー間の連携の 4段

階があることをあげている。

■発　表　Presentation

Coordinator :  Mr. Surya Prakash Chandak, Deputy Director, IETC 

UNEP

　エコ産業開発を促進する国・自治体の施策、それらの相互依存関

係について議論された。コーディネータより天然資源、文化的・社

会的資産を今後も維持するために、という議論の方向が設定され、

その後3 名の方の講演があった。

　講演の後、エコ産業開発には産業界の意欲、政策の適切な設定、

対応するための技術、技術開発が重要であるといった議論が行われ

た。 専門家メンバーとして、米国エール大学のマリアン・チャート

ウ教授、豪州カーティン大学のディック・バン・ビアーズ氏、中国

大連理工大学管理学院の武春友教授、中国大連理工大学環境計画

研究所副所長の耿勇副教授等も議論に加わった。

コーディネータ： スーリヤ・プラカシュ・チャンダック　 

〔UNEP IETC 副所長〕

「大連経済技術開発区の廃棄物処理」
李　俊　〔大連東泰社長（中国）〕

中国でも有数の廃棄物処理専門会社である大連東泰は、都市

環境政策、対策設定にも積極的に参加していることが報告され

た。油とか鉄とかの特別な分野に特化せず広い産業分野をカバー

している。実際に再利用資源に関する情報をデータベース化し企

業間の連携をとることにより、廃棄物資源の効率的利用を図り、

また、工業固形廃棄物の無害化総合処理も手がけていることが

紹介された。
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セッション 3　《ビジネスと産業》　エコビジネスの魅力
2006年 1月24日（火）　9:00～ 12:00　（川崎市産業振興会館9階第3研修室）

「APOの取り組み」
オーガスティン・コー　〔APOアジア生産性機構　環境部長〕

APOは生産性向上に取り組んできており、その後いわゆるグリー

ンプロダクティビティ（環境生産性）を取り上げている。現在は、

廃棄物をいかに再利用するかについて、東南アジア各地で多くの

プロジェクトを展開しており、具体的に、インド、ベトナム、日本、

インドネシア、シンガポール、マレーシア等での取り組み事例が紹

介された。

「マレーシアにおけるエコビジネス」
マイムナー・ムハマド･シャリフ　〔ペナン市都市計画・開発局　局長〕

ペナンの紹介があり、各産業の現状と政府・自治体の関わり

方が説明された。特に ICT関連産業を構築していく政策が紹介さ

れた。課題は環境問題で、国、自治体で様々な政策・ガイドラ

インを用意している。ペナンとしては島であるという特殊事情から、

廃棄物の最小限化、リサイクリングに重点をおいている。

エコビジネスの推進には、政府の政策により企業を奨励するこ

と、規制と実施が必要であること、コミットメントが重要であり、

それによって環境にやさしいビジネスを更にペナンで促進していく

事ができると結論づけた。

「川崎エコタウン構想・環境産業フォーラムの取り組み」
伊藤  和良　〔川崎市経済局　主幹〕

川崎市の生い立ちと成長過程を紹介し、その中で環境に対する

考え方が形成されてきたことが説明された。日本の高度経済成長

を担ってきたこの地域は、公害という苦い経験を持ち、この反省

の上に立ってこの地域を創り変えるというのが、このエコタウンに

込めた思いになっている。

エコタウンの取り組みについては具体的事例を含めて説明され

た。川崎エコタウンは企業間をまたいでゼロエミッションの理念を

実現するのが構想の基本であり、その中で生まれた環境技術を東

南アジア等へ移転しようとしている。また、川崎市のエコタウンは、

既存企業が自ら資源循環を推進してきたことが特徴であり、通常

の仕事をしながらリサイクルを行うというのが各企業の対応になっ

ていることも付け加えられた。具体的事例として、コンクリート型

枠用パネル製造、ペットボトルからペットボトルを作るリサイクル、

再生プラスチックによるゴルフ・ティー製造、「愛・地球博」で

も採用された壁面緑化、などの説明があった。

昨年環境産業フォーラムを立ち上げた。最後に、環境技術移

転にも触れ、ニーズ、シーズのずれの整理、知的財産権の問題

整理の必要性について報告があった。

■発　表　Presentation

Coordinator :  Dr. Hari Srinivas, Chief of Urban Environmental 

Management Unit, IETC UNEP

　エコプロダクツの需要喚起の方法、エコビジネスを魅力的にする

方法、様々なビジネスを環境に調和させるためにすべきこと等につ

いて議論し、4件の講演があった。昨年10月のバンコクでのエコ

プロダクツ会議で UNEPエコタウンプロジェクトの対象都市に選ば

れたペナン市（マレーシア）とバンドン市（インドネシア）からも

エコビジネスの現状について紹介があった。

　開始に先立ち、コーディネータから、持続可能な施策、企業がと

るべき行動について話題提供があった。発表のあと、活発な議論が

展開され、持続可能性は優れたビジネスになり得る、というコーディ

ネータのコメントで締めくくられた。

コーディネータ： ハリ・スリニバス　   

〔UNEP IETC 企画官（都市環境）〕
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セッション 4　《協働》　シンポジウム：「企業と市民の協働」
2006年 1月24日（火）　13:30～ 14:35　（川崎市産業振興会館1階ホール）

「バンドン市におけるエコビジネス」
ガウタム・キルタネ　〔 CITYNET 事務局〕

バンドン市の概要や市が行なっているエコシティプログラムなど

の施策が説明された。バンドン市では、清潔さ、整然さ、美し

さに関してK3という法律が2006 年 3月に発効し、その姿勢を

示している。

バンドン市における環境改善プログラムは、政府、地方政府、

ビジネス界、住民が一緒になって環境改善を目指していることに

特徴があることが、川の再生・清掃プログラム、雨水の貯水池

や井戸をつくる活動、百万本の植林プログラム等、実際の事例を

交えて説明された。

「UNEP IETC の取り組み」
パー・バッケン　〔UNEP IETC　所長〕

2004 年に始まったUNEPと川崎市との協業の道のりと成果が

披露され、川崎市の経験を世界中に広めた事、関係者のネットワー

クを構築したこと等をあげた。また、川崎市のグローバルコンパク

トへの署名を評価し、この様なイベントの重要性を強調した。

また、川崎のエコタウンモデルは他の都市のモデルになるべき

とも述べ、川崎市の各企業からなるリエゾンセンターを高く評価し

た。政府、国家レベルでは政策面、税制面での支援が重要であり、

企業・NGOを含む市民社会、自治体・学会・学者、中央政府

の活動を同時に行なう必要があることを説明した。

長期的な課題にも触れ、ライフサイクルというアプローチを提案

した。UNEPはライフサイクルイニシアチブをはじめている。最後

にこのようなフォーラムがライフサイクルの視点から見た持続可能

な社会・産業・市民社会を実現するために非常に重要であると付

け加えた。

■基調講演　Keynote Speech

　環境共生社会を創造するために企業と市民の協働のあるべき姿、市

民・消費者グループ・NPO・大学・研究機関の、企業活動への関与

方法等について広く意見を伺い議論するため、市民も参加したシンポジ

ウムを開催した。

　開催にあたり、阿部孝夫川崎市長から、開催の挨拶に加えて川崎市

がグローバルコンパクトに参加することが表明された。これに対し、日

本でグローバルコンパクトを進めるグローバルコンパクトジャパンネット

ワークの代表になっている国連広報センターの妹尾靖子所長代理が歓

迎の言葉を述べた。

阿部川崎市長の開会の挨拶
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パネルディスカッション： 「企業と市民の協働」
2006年 1月24日（火）　14:45～ 17:00　（川崎市産業振興会館1階ホール）

「カーボンディスクロージャー・プロジェクト」
末吉  竹二郎　〔 川崎市国際環境施策参与（カーボンディスクロー

ジャープロジェクト日本代表）〕

川崎市がグローバルコンパクトに署名したことにより、不足がち

だった世界への視点が大きく開かれたと意味づけた。

主題のカーボン・ディスクロージャープロジェクトとは、企業に

CO2 関連の情報開示を求めるプロジェクトで、企業の株主価値に

大きな影響を与えるCO2 関連情報がほとんど出てこないので的確

な投資判断が出来ない、という危機感から2000 年に始まってい

る。世界の大企業に対して金融機関が連名で質問状を送り、回

答を公開している。 2003 年に初めて質問状を送った時は金融会

社 35 社が参加し回答率は 47%だったが、 2005 年は155 社の

金融機関が参加し、その扱い運用資産は21兆ドルとなり、回答

率も70%になった。これは、世界の金融機関が投資行動をおこ

す時にCO2 関連の情報を意思決定に反映させることを表明してい

る事を意味し、また、企業サイドもこの問題を今日の問題として

とらえている事も意味している。

■パネリスト講演　Panelist Speech

Coordinator : Dr. Tsuyoshi Fujita, Professor, Toyo Univ.

　開始に先立ち、コーディネータからパネルディスカッションの全体

像が述べられた。 資源から始まり解体・廃棄で終わる20 世紀型

経済発展モデルでは、自然資源の枯渇、環境汚染、地球規模への

拡大等の問題で限界が見えており、廃棄物を循環リサイクルすると

いう循環型・持続型社会に移ってきた。循環には企業、市民団体、

行政といった枠を超えた協働が必要であり、これがこのシンポジウ

ム 1つのテーマであると提示された。また、川崎のエコタウンを例

にして、企業と市民、行政と市民、行政と企業との協働、研究者、

大学と国際機関・海外研究者、市民団体、企業、自治体との直接

連携が説明された。こういった協働のあり方を、それぞれの経験、

視点に応じて提示していくのがテーマとなる。

　ディスカッション終了後、川崎市の石井環境局長から閉会の御挨

拶があり、シンポジウムは盛会裏に終了した。

コーディネータ：藤田　壮　〔東洋大学　教授〕

「COP11・COP/MOP1モントリオールから」
河野  博子 　〔読売新聞　編集委員〕

昨年11月 28日から12月 9日にモントリオールで開かれた

“COP/MOP1”（京都議定書の第1回締約国会議）と“COP11”

（京都議定書の親条約である気候変動枠組条約の第11回締約国

会議）の様子が報告された。

この会議の最大の成果は、アメリカ、オーストラリア等、議定

書に批准していない国、京都議定書では削減義務を負っていない

途上国を含めて、全ての国で議定書に定めのない2013 年以降ど

うしたら良いのかについての話し合いを始める事になった事だとい

う。こうなった要因として、途上国が先進国の資金・技術を有効

利用できることになるクリーン開発メカニズム（CDM）と、ビジ

ネスチャンスにつながる排出権取引の存在があげられた。アメリ

カからも自治体を中心に多数の参加があり、京都議定書は効果が

あるとの意見を多く聞いたと紹介され、アメリカ内での取材でも、

環境とか温暖化には興味がないと思っていたアメリカに、何かす

べきという新しい風が拡がっており、ビジネス界にも関心が高まっ

ている、と報告された。

■特別講演　Current topics
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「エコ 2 でストップ・地球温暖化」
庄司  佳子　〔 かわさき地球温暖化対策推進協議会　グリーンコン

シューマーグループ〕

かわさき地球温暖化対策推進協議会の市民部会ではグリーンコ

ンシューマーグループ、ソーラーチーム、省エネグループ、交通環

境グループの 4つが活動しているが、ここでは、グリーンコンシュー

マーグループの活動が具体的事例で紹介された。レジ袋削減を目

指したマイバッグ持参推進活動、商店会と協働して取り組んでい

る1店1エコ運動、エコ診断等の実施例が写真とともに紹介さ

れた。小学校と協力してエコショッピング・クッキングを実施し、

川崎発エコショッピングガイドというホームページ作りも行ってい

る。

「東芝グループのCSR 活動」
鶴田  啓之　〔 株式会社東芝 CSR 推進本部 CSR 担当部長（グロー

バルコンパクト参加企業）〕

東芝グループの経営方針の中にはCSRが据えられており、経

営の軸となる３本の柱のひとつに「CSRの遂行」がある。CSR

活動では、生命安全・法令遵守、地球環境実現に対しての先導

的役割、社会への積極的な貢献、積極的な情報発信、の 4つ

が大事である。これらの具体的事例として、全世界 400 社共通

の東芝グループ行動基準、企業スローガン、地球温暖化に対して

の努力、調達先へのCSRの要請、ホームページ・報告書によ

る情報開示などが紹介された。

「環境に配慮したビジネス協働」
マリアン・チャートウ　〔エール大学　教授〔米国〕〕

環境に関するビジネス協働にとって重要な点についていくつか説

明された。企業が環境に興味を持つのは、チャンスの拡大、戦

略的不利の排除、企業としての責任、といった理由があるとして、

その具体例を挙げて説明した。また、外部環境の変化に対応出

来る機敏なリーダーシップ、企業プロセスへの洗練された理解が

必要で、いい例として日本の官・民のパートナーシップによるソー

ラー技術の開発をあげた。さらに改革の文化を常に追求していく

ことの重要性を述べた。企業とNGOのパートナーシップの重要

性についても具体例を挙げて説明し、その橋渡し役となる組織の

重要性についても触れている。

「魅力的なエコビジネス」
ハリ・スリニバス　〔UNEP IETC 企画官（都市環境）〕

環境にやさしい企業・事業活動にはリユース・リサイクル・リ

デュースという3Rという概念が重要であり、その3Rの傘の下に、

多様な概念がある。エコビジネスを魅力的にするための活動の枠

組み、必要な視点、その中に含まれるテーマ、役割、活動主体

等について説明があった。企業としてなすべきことは、環境方針

等の策定、企業団体との協力、消費者団体・NPO・市民団体

との協力、環境面で持続可能なグリーン技術の開発、などである。

講演の中で、国、地方自治体、市民団体などに適用できるよう

な行動の類型が示された。
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セッション 5　《アクションプラン》　エコ産業開発の翻訳
2006年 1月25日（水）　9:00～ 12:00　（川崎市第3庁舎18階大会議室）

現地見学会
2006年 1月25日（水）　13:00～ 17:30

Coordinator :  Mr. Saburo Kato, Special Advisor to the Mayor of 

City of Kawasaki 

コーディネータ：加藤  三郎　〔川崎市　国際環境施策参与〕

　エコ産業の発展をどのように伝えていくのかについて議論し、色々

な情報・体験を他のアジア諸国、都市、会社と共有していくことを

目的として、このまとめのセッションを設定した。

　最初に、各セッション及び専門家会議のコーディネータおよびまと

め役からその概要の報告をうけた。続いて、アジア太平洋地域の諸

国において、学んだことを記録しプロジェクトを実施するための具体

的な実行計画を立てるにはどうしたらよいか、どのような教訓が得

られるか、環境志向の他都市のモデルになるには川崎はいかにある

べきか、などの必要なアクションについて活発な議論が交わされた。

　最後に専門家からこのフォーラムをよりよくするためのフランクな

コメントがあった。

　議論の中で特に話題となった点は、

 １）エコタウンという言葉の定義について

 ２）  ネットワーク作りに果たすUNEP の役割。特にネットワー

ク用としてのインターネットツール作り

 ３）  目標都市を選ぶことについて。重要なのは市長などトップ

が真剣に取り組めるかということ

 ４）ネットワーク作りの奨励について

 ５）専門家の積極的な参加の重要性について

 ６）オーストラリアの独特な活動形態について

 ７）専門家の貢献について

等であった。セッションの最後に川崎市の末吉国際環境施策参与か

ら閉会挨拶があり、5つのセッションを締めくくった。

　川崎市臨海地区に立地する3 箇所の学校、施設、工場を約 4 時

間半で視察した。

川崎市立　新町小学校
環境学習先進校として活発に活動している新町小学校を訪問

し、省エネナビが設置された校内を見学した後、体育館にて展示

ブースを訪れ生徒との交流を行い、UNEP、生徒、先生、父兄

を交えたミニシンポジウムに参加した。参加した5、6年の生徒た

ちにも印象深いものだったと思われる。

NPO 法人川崎市民石けんプラント
廃食油を集めせっけんをつくる市民活動を行っているNPO法人

を訪問し、工場を見学した後、活動の説明を受け質疑応答を行っ

た。市民が出資していること、廃食油の収集方法、費用負担等

に興味を引かれた様子だった。

株式会社デイ・シイ川崎工場
通常のセメント製造に加えて、下水道汚泥焼却灰や産業廃棄物

副産物からセメントを作るリサイクル事業も行っているデイ・シイ

川崎工場を訪問し、バスで構内を見学した後、概要の説明を受け

質疑応答を行った。品質管理、価格、国とのかかわりが話題となっ

た。

■視察先　Tour distination


